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達調査とは言えない｡
そこで,筆者は,昨年度より長崎市内のある小学校の協力を得て,調査対象児童と調査
内容を固定 した継続的な発達調査を展開している｡ 本稿は,第 1次調査 (1997年度)と第
2次調査 (1998年度)の結果を比較する中間報告であるが,次の2点を追求課題とする｡
課題 1
















間2の2つを課した (表 1,表 2)｡ また,付加調査部分については,第 1次調査の結果
が既に報告 してあり (福田,1999),第 2次調査のそれも別の機会に報告するので,本箱
では触れない｡
表 1 間 1の質問項目
(1) 近くでサッカーの大会が開かれて,多くの (2) 近くで運動会が開かれ,たくさんの子ども
人が集まっているo が参加しているo
(3) となりに同じレモネード屋ができたo (4) となりのレモネード屋さんが,病気になって,店を休みだしたので,お客さんが困っているo
(5) となりにハンバーガー屋 (飲み物は売っていない)ができて,たくさんの人が買って,近くで食べているo (6) となりのハンバーガー屋が飲み物も売り出したo
(7) 近くにジュースの自動販売横ができたo (8) 近くにあったジュースの自動販売機が故障して,ジュースを買いにきた人が困っているo


























調査は,質問耗法によった｡調査の実施時期は,第 1次調査が1998年 1月,第 2次調査
が1999年 1月で,ちょうど1年の間隔を空けた｡調査対象児童は,長崎市内の小学校 1校
の,第2学年から第6学年児童の全月である｡調査対象児童数は表3の通りである｡
表 3 調査対象児童数 (人)
男 子 第 1次 調 査 第 2次 調 査
2年 3年 4年 5年 6年 合計 2年 3年 4年 5年 6年 合計
60 63 59 53 51 286 -′61 57 6 55 50 285



















回分のデータを並べ一覧表を作る｡ 一覧表は,第 1次調査時の第 2-5学年の4学年分で
きることになる｡ なお,分析対象となった児童数は,いずれも第 1次調査時の学年で,2
年が112人,3年が118人,4年が112人,5年が104人であった｡




FT--･第 1次調査でF,第 2次調査でTの反応を示 した児童
TF--第 1次調査でT,第 2次調査でFの反応を示した児童




















第 1次調査の結果は,既に報告している (福田,1998b)が,本稿では,第 2次調査の
結果を,2つの調査の結果を比較分析する中で提示していきたい｡
4.1間 1の比較分析の結果
第 1次調査と第 2次調査における間 1の正反応率は,表4の通りである｡
福田 :子どもの日常的社会認知の発達(2)
表 4 間 1の反応比較表
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間番 年 度 2年 3年 4年 5年 6年
(1) 97年 度 36.1% 35.0% 51.7% 64.3% 77.3%
98年 度 37.6% 40.0% 56.6% 79.1% 81.3%
(2) 97年 度 26.4% 21.1% 33.1% 38.4% 60.0%
98年 度 28.0% 33.9% 31.1% 52.2% 59.8%
(3) 97年 度 80.3% 89.4% 92.3% 93.8% 94.5%
98年 度 82.4% 90.4% 95.1% 97.4% 97.2%
(4) 97年 度 25.0% 38.2% 38.2% 53.2% 70.4%
98年 度 20.0% 29.6% 41.8% 53.9% 62.6%
(5) 97年 度 33.9% 47.2% 56.8% 75.9% 79.1%
98年 度 40.8% 47.0% 61.5% 78.3% 80.4%
(6) 97年 度 78.7% 90.2% 91.5% 96.4% 94.5%
98年 度 76.0% 89.6% 91.8% 96.5% 99.1%
(7) 97年 度 83.6% 87.8% 96.6% 95.5% 96.4%
98年 度 82.1% 92.1% 92.6% 96.5% 98.1%
(8) 97年 度 37.7% 51.2% 53.4% 67.0% 81.8%
98年 度 36.0% 45.2% 52.5% 63.5% 81.3%
(9) 97年 度 52.5% 70.7% 75.4% 78.6% 73.1%
98年 度 61.6% 71.3% 69.7% 74.6% 76.6%
(10) 97年 度 36.9% 16.3% 17.8% 9.8% 9.3%
98年 度 18.4% 28.7% 4.9% 12.2% 5.6%
(ll ) 97年 度 36.1% 36.6% 54.2% 67.0% 70.0%
98年 度 39.0% 53.0% 57.4% 76.5% 75.7%























表 5 間 1の反応パターンの占有率
(1)
FF FT TF TT









































































2-3年 31.3% 30.4% 15.2% 23.2%
3- 4 年 30.5% 33.9% 13.6% 22.0%
4- 5 年 16.1% 30.4% 7.1% 46.4%








FF FT TF TT
52.3% 21.6% 12.6% 13.5
38.1% 40.7% 5.9% 15.3
38.4% 28.6% 9.8% 23.2
31.7% 29.8% 8.7% 29.8
FF FT TF TT
58.2% 16.4% 11.8% 13.6
3- 4 年 43.2% 17.8% 16.9% 22.0



































FF FT TF TT
2- 3年 49.1% 14.3% 23.2% 13.4
3- 4 * 80.5% 3.4% 14.4% 1.7
4- 5 年 72.3% 9.8% 15.2% 2.7
5･- 6 年 85.6% 4.8% 8.7% 1.0
8勿
FF FT TF TT
2-3年 63.4% 21.4% 12.5% 2.7
3- 4 年 62.7% 21.2% 11.0% 5.1
4- 5 年 47.7% 27.0% 11.7% 13.5


















表 6 間 1の反応パターンの移動率
(1)
FF FT TF TT
2- 3年 64.3% 35.7% 52.4% 47.6%
3- 4 年 51.3% 48.7% 30.0% 70.0%
4- 5 年 33.3% 66.7% 8.6% 91.4%
5- 6年 27.8% 72.2% 13.2% 86.8%
(3)
FF FT TF TT
2- 3年 19.0% 81.0% 6.6% 93.4%
3- 4 年 15.4% 84.6% 3.8% 96.2%
4- 5年 11.1% 88.9% 1.0% 99.0%


















FF FT TF TT
59.5% 40.5% 35.1% 64.9%





























3- 4 年 47.4% 52.6% 38.1% 61.9%
4- 5 年 34.6% 65.4% 13.3% 86.7%
5- 6 年 36.4% 63.6% 18.3% 81.7%
(2)
FF FT TF TT
2- 3年 70.7% 29.3% 48.3% 51.7
















57.3% 42.7% 29.7% 70.3
51.6% 48.4% 22.5% 77.5
FF FT TF TT
78.0% 22.0% 46.4% 53.6
70.8% 29.2% 43.5% 56.5



















4- 5 年 48.1% 51.9% 26.7% 73.3











FF FT TF TT
77.5% 22.5% 63.4% 36.6
96.0% 4.0% 89.5% 10.5
88.0% 12.0% 85.0% 15.0
94.7% 5.3% 90.0% 10.0
FF FT TF TT
74.7% 25.3% 82.4% 17.6
74.7% 25.3% 68.4% 31.6
63.9% 36.1% 46.4% 53.6
56.5% 43.5% 26.5% 73.5
ここで言う移動率とは,例えば項 目(1)の 2- 3年では, 2年の時にFの反応 をした者
の内, 3年でもFの反応をした者が64.3%,Tの反応をした者が35.7% というように,前
年度の反応から今年度の反応-移動 した子どもの数の割合である｡FFまたはTTのこの
値が大きい項 目は,反応が安定してお り,発達的に ｢固い｣ということになる｡ また,F
FとTTの値が比較的低い (FTとTFの値が大 きい)と,反応変化が激 しく,発達的に
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｢柔らかい｣ということになる｡
表 6から,発達的に ｢固い｣項目として(3)(6)(7)を挙げることができる｡ それらは,




第 1次調査 と第 2次調査における同学年児童の稔選択率を比較すると,表 7のようにな
る｡
表 7 間 2の反応比較表
(∋客の困惑 97年度 72.2% 56.7% 59.6% 49.5% 24.1%
98年度 60.8% 67.3% 53.2% 50.0% 32.1%
(参客の数 97年度 54.2% 69.0% 61.5% 56.9% 61.1%
98年度 48.5% 61.9% 60.2% 59.1% 74.2%
@ レモン価格 97年度 37.8% 46.0% 38.5% 33.9% 54.6%
98年度 49.3% 42.5% 49.1% 33.6% 35.1%
④子どもの小遣い 97年度 58.5% 37.0% 46.2% 44.0% 19.4%
98年度 50.2% 41.6% 36.1% 36.4% 27.1%
(9競争相手 97年度 18,9% 24.7% 15.4% 34.9% 35.2%
98年度 32.9% 29.2% 18.1% 24.5% 42.2%
(参レモン農家 97年度 41.3% 37.8% 39.4% 29.4% 25.0%
98年度 37.8% 39.8% 43.0% 24.5% 15.1%
(丑利益 97年度 17.2% 28.8% 39.4% 51.4% 80.6%
表中の97年度と98年度の数値を比較すると,その差が±10%を越えているものが,10個
(① 2年, 3年,② 6年,③ 2年,3年,6年,(92年,5年,(彰3年, 5年)ある｡ 最
大のものは,(診5年で+20.4%である｡しかし,こうした数値の増減にも関わらず,それ
ぞれの学年での順位に大きな変動はない｡例えば,⑦ 5年でさえ,97年度 2位であったも




区 分 選択項目 2-3年 3.-4年 4-5年 5- 6年
非 経 済 的 ①客の困惑 -4.9% -3.5% -9.6% -17.5%(彰子どもの小遣い -16 09 8 69
(むレモン農家 -1.4% 5.2% -14.9% -14.3%
経済的 直接的 (参客の数 7.8% -8.9% -2.4% 17.3%
③レモン価格 4.7% 3.0% -4.8% 1.2%
@#*nS 10.3% -6.6% 9.2% 7.3%
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表 8は,(丑～(むの選択項目を経済的基準 ･非経済的基準に分類 し,さらに経済的基準に



















課題 2は,各学年の子どもの反応状況が, 1年間でどう変化 したかを追跡 し,子どもの
発達経路を明らかにするというものだった｡
まず,間1について,FF,FT,TF,TTという4つの反応パターンの分析から,
発達的に ｢固い｣項 目と,｢柔らかい｣項目を分離できた｡｢固い｣項目は,TT (もしく
はFF)が全学年を通 じて高い倍を示し,反応に変化が見られないものである｡それは,
既に発達が達成されてしまったのか,発達の可能な段階に至っていないのかのいずれかだ
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6 おわりに
以上,不充分ながらも,第 1次調査と第 2次調査の継続調査部分の分析結果を紹介した｡







(付記) 本稿は,平成9-12年度文部省科学研究費補助金 (基盤研究C(2)),研究課題 ｢子どもの
日常的社会認知の発達に関する時系列縦断的研究｣(課題番号 :09680277,研究代表者 :福田正弘)
の研究成果の一部である.また,調査に際しては,長崎大学教育学部附属小学校 (有田嘉伸校長)の
協力を得た｡ここに厚 くお礼申し上げます｡
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